
第８回西予市中学校再編検討委員会グループワークまとめ 
 

中学校再編における新設統合方式と吸収統合方式 

 

グループ①  グループでの協議では、新しい中学校を設置する形で再編することが
望ましいとの意見が多かった。吸収統合というイメージではなく、全て
の生徒や地域が新たな気持ちで学校づくりに取り組むことができるため、
新しい中学校としてスタートすることがよいのではないかとの意見であ
った。 
 一方で、将来的にさらに統合が進み、１校となる可能性も視野に入れ
るのであれば、新たな校名や校歌等を整備するのではなく、拠点校への
統合という形で進めた方がよいのではないかとの意見もあった。 
 全体としては、新しい中学校を設置する形での再編を望む意見が多か
った。 

 
グループ②  新たな中学校を設置するのではなく、拠点校への統合という形でよい

のではないかとの意見があった。その理由として、将来的にさらに統合
が進み１校となることも想定される中で、現段階で新しい学校を設置
し、その後再度新しい学校として再編することになるのであれば、まず
は統合先の学校に統合する形で進めてもよいのではないかとの考えが示
された。 
 一方で、統合される側の地域の立場からすると、心情面への配慮も必
要であり、新たな学校としてスタートする方が受け入れやすいのではな
いかとの意見もあった。 
 このように、さまざまな視点から意見が出されたが、グループとして
の結論には至らなかった。 

 
グループ③  新しい中学校を設置する形で再編することが望ましいとの意見でまと

まった。 

 主な理由として、学校がなくなる側の地域にとっては、既存の学校に
統合されるよりも、新しい学校としてスタートする方が心情的に受け入
れやすいのではないかとの意見があった。特に、保護者や地域住民にと
っては、その方が納得感を得やすいのではないかとの声があった。 
 また、校歌には地域の名称や特色が盛り込まれている場合が多く、既
存校へ統合する形となると、統合される側にとっては抵抗感が生じる可
能性があるとの意見もあった。そのため、校名や校歌についても新たに
定めることが望ましいとの意見が出された。 
 さらに、学校名については、給食センターの名称のように地域全体を

表す名称とすることも考えられるのではないかとの意見があった。 
 このほか、校歌等についても新たに整備することが必要ではないかと
の意見が出された。 

 

グループ④  吸収統合ではなく、既存校を閉校した上で新たな中学校を開校する形
が望ましいとの意見が出された。 
 また、学校名や校歌については、生徒の意見を取り入れながら検討し
てはどうかとの意見があった。 

【資料33】 



 一方で、校名や校歌を新たに設定する場合には、一定の経費を要する
ことが懸念されるとの意見も出された。 

 
委員長まとめ  意見を総合すると、新しい中学校を設置する形で再編することが望ま

しいとの意見が大勢であったと考える。 
 特に、統合により学校がなくなる地域の心情に配慮する必要があり、
その点を踏まえると、既存校への吸収統合ではなく、新たな学校として
再編することが望ましいとの意見が多く示された。 

 
      
【パート①】配慮すべき事項 地域連携・部活動地域展開・その他 

 
グループ④  ２学校と地域とのつながりを維持・発展させていくことが重要である

との意見が出された。 
 そのため、地域学校協働活動推進員等を各校に配置し、学校と地域と
の交流や連携を促進していく必要があるのではないかとの意見があっ
た。 

 また、地域の伝統行事や祭りなど、それぞれの地域の特色を学校教育
に生かしていくことが重要であり、そのためには地域コーディネーター
が学校と地域との橋渡し役を担うことが望ましいとの意見が出された。 
 学校と地域が連携・協働しながら教育活動を進めることで、学社融合
の取組をより一層充実させ、西予市が愛媛県のモデルとなるような取組
につなげていければよいのではないかとの意見があった。 

 

グループ③  学校再編に伴う地域との連携について協議した。 

現在の学校は、それぞれの地域に根差した比較的小規模なコミュニ 
ティの中で運営されており、地域とのつながりが強いという特徴があ
る。一方、再編により学校区が広がることで、地域との距離が生じ、こ

れまでのような機動的な連携や地域行事への参加が難しくなるのではな
いかとの懸念が示された。 
 また、地域活動への参加に当たっては、移動時間の確保や教育課程と
の調整が課題になるのではないかとの意見もあった。 
 こうした課題への対応策として、地域学校協働活動推進員の役割が重
要であるとの意見が出された。特に、地域の実情をよく把握している推
進員が各校に配置されることで、学校と地域との連携が円滑に進められ
るのではないかとの考えが示された。 
 また、地域づくり活動センターとの連携を図ることで、地域間の交流

や学校とのつながりが深まり、生徒にとって新たな学びや経験の機会に
つながるのではないかとの意見もあった。 
 以上のことから、地域行事への参加や地域との連携を継続していくた
めには、地域学校協働活動推進員を中心とした協力体制の構築が必要で
あるとの意見でまとまった。 

 

 



 
グループ②  学校再編後の地域との連携について協議した。 

地域とのつながりを維持するための取組として、地域の祭りへの参 
加をはじめ、大学生と連携した地域食堂への参加や、地元のみかん農家
における収穫体験などを継続して実施してはどうかとの意見が出され
た。 
 また、職場体験活動についても各地区で継続して実施するとともに、
地域の文化祭等への作品出品や企画への参画を通じて、地域との交流を
深めることができるのではないかとの意見があった。 
 一方、部活動の地域展開については、地域へ活動を移行することで子
どもたちが地域に戻ることが期待されるものの、実際にはより規模の大
きな地域や競技力の高い団体へ生徒が流れる可能性もあり、地域とのつ
ながりが希薄化することへの懸念が示された。 
 このほか、地域との連携を継続・充実させるためには、学校と地域が

協力しながら多様な体験活動や交流活動を実施していくことが重要であ
るとの意見が出された。 

 

グループ①  新しい学校として再編するのであれば、生徒だけでなく保護者同士の
交流や連携も深めながら、学校づくりに参画していくことが重要ではな
いかとの意見が出された。 
 また、地域連携・地域交流については、地域産業との関わりを大切に
していくべきとの意見があった。特に、農業などの第一次産業におい
て、職場体験や体験活動を通じて地域の仕事に触れる機会を設けること
で、将来的な後継者育成にもつながるのではないかとの考えが示され
た。 
 このほか、学校施設に関しては、野村中学校校舎の安全性の確保や大

規模改修等についても配慮が必要ではないかとの意見があった。 
 地域との交流については、再編後も地域の枠を超えて伝統行事へ参加
できる機会を設けることが重要であり、それぞれの地域の祭りや行事に
他地域の生徒も参加できるような取組が望ましいとの意見が出された。 
 また、部活動については、地域の特色や資源を生かした活動を取り入
れてはどうかとの意見があった。 

 

委員長まとめ  各グループの発表を通して、地域の特色を生かした取組を展開してい
くことの重要性が共通した視点として挙げられていたように感じた。 
 特に、学校と地域とのつながりや連携をいかに強めていくか、また、

それを通して地域の特色を生かした学びを充実させていくことが大切で
あるという意見が多く示されていた。 
 伝統行事への参加や地域文化についての学び、理解を深める取組につ
いては、これまでそれぞれの学校区を中心に行われてきたが、新しい学
校として再編することで、生徒が他地域の文化や伝統に触れる機会が広
がることになる。 
 それぞれの地域で受け継がれている祭りや伝統行事に参加し、「この
ような取組もあるのか」と知ることで、自らの地域の特色や価値につい
ても改めて理解を深めることができると考える。異なる地域の取組を比



較しながら学ぶことで、自分たちの地域の良さや意義を再認識する機会
にもつながるのではないか。 

 また、人の流れという観点についても重要な意見があった。学校教育
における地域連携の取組は、将来的なＩターンやＵターンのきっかけづ
くりにもつながる可能性があると考える。 
 先ほど紹介した事例においても、大学生が地域を訪れ、地域資源や特
産品に触れることで、その地域に継続的に関わるようになった例があっ
た。こうした交流は、交流人口や関係人口の拡大にもつながるものであ
る。 
 地域内外の人々との交流を通じて、生徒が地域の魅力や価値に気付
き、それを発信していくことも地域連携の大きな意義の一つである。 
 今回の意見を伺い、地域との連携や外部との交流を通じて、いかに子
どもたちの学びを充実させるかという視点が、魅力ある学校づくりを進
める上で１つのポイントになると感じた。 

 

【パート②】閉校施設の活用について 

グループ①  南海トラフ地震等の大規模災害発生時には、施設に被害がないことを
前提として、避難所として活用してはどうかとの意見が出された。ま
た、市内だけでなく、県外からの避難者の受入れにも活用できるのでは
ないかとの意見があった。 
 そのほか、水族館や動物園などの娯楽施設としての活用や、自然体験
活動の拠点となる「海の家」や「山の家」として活用してはどうかとの
意見が出された。 
 また、施設の維持管理については地域が関わりながら行い、地域づく
り活動センターが主体となって活用を進めてはどうかとの意見があっ

た。 
 さらに、地域企業等へ施設利用を働きかけるなど、活用方法を検討し
てはどうかとの意見が出された。 

 

グループ②  施設全体を継続的に活用することは難しい面もあるため、活用方法を
検討するに当たっては、まず地域へ十分に説明し、地域の意向を踏まえ
ながら進めていくことが重要ではないかとの意見が出された。 
 地域行事の開催場所として学校施設を活用することは可能であるが、
年間を通じて利用することは難しく、単発的な行事やイベントでの利用
が現実的ではないかとの意見があった。 
 地域主体でイベント等を実施する場合においても、実際に校舎に携わ

ることは大変であると考える。 

 
グループ③  施設の維持管理に対する十分な支援がなければ、継続的な活用は難し

いのではないかとの意見が出された。 
 その上で、施設が活用されないまま荒廃していくことを望まないとの
声があり、まずは地域住民がどのような活用を望んでいるのかを丁寧に
聞き取りながら検討を進めることが重要ではないかとの意見で一致し
た。 



 活用方法としては、企業によるリモートワークの拠点やサテライトオ
フィス、研究施設としての利用のほか、高齢者福祉施設としての活用な

どが考えられるとの意見があった。 
 地域の意向を踏まえた上で、施設を解体し更地とすることも選択肢の
一つとして検討する必要があるのではないかとの意見も出された。ただ
し、解体には多額の費用を要することから、慎重な検討が必要であると
の意見があった。 
 今後、閉校施設の活用については、さまざまな可能性を検討していく
ことが重要であるとの意見が出された。 

グループ④  城川中学校は地理的に城川地域の中心部に位置しており、住民が集ま
りやすい立地条件を有しているのではないかとの意見があった。 
 活用方法としては、地域行事やイベントの会場として利用する案や、
介護老人保健施設等への転用を検討してはどうかとの意見が出された。 
 一方で、施設の改修や用途変更には多額の費用を要することから、実

現には大きな課題があるとの意見があった。また、施設を維持管理して
いくためには継続的な財政負担が伴うため、その負担を担うことができ
る団体や地域組織があるのかという懸念も示された。 
 このため、活用の方向性について具体的な結論には至らなかった。 

委員長まとめ 各グループの意見を伺い、閉校施設の活用に当たっては、維持管理に要
する費用が大きな課題であることが共通して挙げられていたように感じ
た。 
 また、活用の方向性としては、大きく二つの視点が示されていたよう
に思う。一つは、地域住民が集い、交流できる場として活用するという
方向性であり、もう一つは、企業や研究機関など地域外の人材や団体に
も利用してもらうことで、新たな交流や関係人口の創出につなげていく
という方向性である。 

 地域行事や活動の拠点として活用することにより、地域の活力維持に
つなげていくという考え方がある一方で、地域外から人を呼び込み、新
たな価値や交流を生み出していくという考え方も示された。 
 いずれの方向性についても、閉校施設はこれまで地域において大切に
活用されてきた価値ある施設であり、その活用方法については、今後さ
らに地域住民の意見を丁寧に聞きながら検討していくことが重要である
との意見が多く見られた。 
 このことから、閉校施設の活用については、地域の方々のための活用
と地域外との交流促進のための活用という両面の視点を持ちながら、今
後の方向性を検討していくことが必要であると感じた。 

 
 


